
明
け
ま
し
て

お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

ス
ト
ッ
プ
・
リ
ニ
ア
！
訴
訟
を
提
訴
し
て
か
ら
３

年
目
の
新
年
を
迎
え
ま
し
た
。
こ
れ
ま
で
こ
の
訴
訟

を
支
え
て
下
さ
い
ま
し
た
原
告
・
サ
ポ
ー
タ
ー
の
み

な
さ
ん
に
、
改
め
て
御
礼
を
申
し
上
げ
ま
す
。

事
業
認
可
手
続
き
へ
の
対
応
に
追
わ
れ
た
年

昨
年
の
リ
ニ
ア
問
題
を
め
ぐ
る
動
き
に
は
慌
た
だ
し
い

も
の
が
あ
り
ま
し
た
。
ま
ず
、
３
月
２
日
に
国
交
大
臣
が
Ｊ

Ｒ
東
海
に
対
し
て
、
工
事
実
施
計
画
〔
そ
の
２
（
電
気
設
備

工
事
関
係)

〕
の
認
可
を
し
た
た
め
、
そ
れ
に
対
す
る
審
査

請
求
申
立
を
呼
び
か
け
、
５
月
２
９
日
に
全
国
で
４
８
６
人

が
申
立
を
し
ま
し
た
。
そ
し
て
、
工
事
実
施
計
画
〔
そ
の
１
〕

の
訴
訟
が
す
で
に
進
行
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
〔
そ
の
２
〕

も
続
け
て
提
訴
し
て
〔
そ
の
１
〕
と
併
合
す
る
こ
と
を
目
指

し
て
お
り
、
現
在
約
７
０
人
の
皆
さ
ん
か
ら
〔
そ
の
２
〕
に

原
告
登
録
を
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。

ま
た
、
３
月
２
０
日
に
は
、
Ｊ
Ｒ
東
海
が
大
深
度
地
下

使
用
許
可
申
請
を
し
た
た
め
、
５
月
以
降
、
申
請
書
の
縦
覧

と
説
明
会
へ
の
参
加
、
許
可
申
請
へ
の
意
見
書
の
提
出
、
公

聴
会
で
の
公
述
に
追
わ
れ
ま
し
た
。
し
か
し
、
１
０
月
１
７

日
に
は
国
交
大
臣
が
認
可
を
し
て
し
ま
っ
た
の
で
、
年
末
に

は
、
大
深
度
地
下
ト
ン
ネ
ル
沿
線
の
住
民
を
対
象
に
、
今
年

１
月
１
６
日
を
期
限
と
す
る
審
査
請
求
の
呼
び
か
け
を
し
、

審
査
請
求
書
を
提
出
い
た
だ
い
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

そ
の
間
に
、
東
京
地
裁
で
の
工
事
実
施
計
画
〔
そ
の
１
〕

の
認
可
取
消
訴
訟
は
、
２
～
３
ヶ
月
に
１
回
の
割
合
で
口

頭
弁
論
が
開
か
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
Ｊ
Ｒ
名
駅
桜
通
口
前
で
の
街
宣
活
動
も
、
概
ね

月
１
回
の
ペ
ー
ス
で
継
続
し
ま
し
た
。

愛
知
県
・
名
古
屋
市
へ

大
深
度
地
下
の
使
用
に
関
す
る｢

要
望
書｣

を
提
出

１
１
月
２
４
日
に
開
催
し
た
第
１
０
回
市
民
講
座
に
は

８
０
名
近
い
参
加
が
あ
り
ま
し
た
。
「
リ
ニ
ア
・
破
滅
へ

の
超
特
急
！
」
を
タ
イ
ト
ル
と
す
る
、
環
境
経
済
研
究
所

代
表
・
前
交
通
権
学
会
会
長
の
上
岡
直
見
さ
ん
の
講
演
で

し
た
。
詳
細
に
つ
い
て
は
３
ペ
ー
ジ
で
報
告
し
ま
す
が
、

講
演
の
趣
旨
は
、
国
民
の
た
め
の
鉄
道
交
通
は
ど
う
あ
る

べ
き
か
を
根
幹
に
、
Ｊ
Ｒ
東
海
は
地
域
住
民
の
生
活
に
密

着
し
た
通
勤
列
車
や
ロ
ー
カ
ル
線
の
整
備
に
こ
そ
力
を
注

ぐ
べ
き
で
あ
っ
て
、
採
算
性
の
見
通
し
の
な
い
リ
ニ
ア
へ

の
博
打
的
な
投
資
は
す
べ
き
で
は
な
い
と
い
う
論
点
で
、

興
味
深
い
内
容
で
し
た
。

こ
の
講
座
の
最
後
に
、
参
加
さ
れ
た
み
な
さ
ん
に
次
ペ
ー

ジ
の
よ
う
な
、
大
深
度
地
下
の
使
用
に
関
す
る
「
要
望
書
」

へ
の
賛
同
を
求
め
ま
し
た
。
愛
知
県
と
名
古
屋
市
へ
の
こ

の
要
望
書
は
、
リ
ニ
ア
問
題
に
つ
い
て
の
民
主
主
義
の
あ

り
方
を
問
う
も
の
で
す
。

次
ペ
ー
ジ
の
要
望
書
は
、
１
１
月
２
６
日
に
愛
知
県
と

名
古
屋
市
へ
提
出
し
、
回
答
を
求
め
る
た
め
の
話
し
合
い

が
１
月
１
８
日
に
設
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
結
果
は
次

号
で
報
告
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

工
期
の
遅
れ
が
Ｊ
Ｒ
東
海
の
ア
キ
レ
ス
腱

新
年
を
迎
え
て
、
中
日
新
聞
や
Ｎ
Ｈ
Ｋ
な
ど
が
、
リ
ニ
ア
中
央

新
幹
線
に
つ
い
て
、
い
ず
れ
も
「
今
年
に
は
い
よ
い
よ
本
格
的
な

工
事
が
始
ま
る
」
と
い
っ
た
調
子
の
、
Ｊ
Ｒ
東
海
の
提
灯
持
ち
報

道
を
し
ま
し
た
が
、
リ
ニ
ア
の
工
事
は
決
し
て
順
調
に
は
進
ん
で

い
ま
せ
ん
。
大
鹿
村
を
は
じ
め
と
す
る
長
野
県
・
岐
阜
県
山
間
部

で
の
ト
ン
ネ
ル
工
事
か
ら
の
排
出
土
の
処
分
先
は
半
分
ぐ
ら
い
し

か
決
ま
っ
て
お
ら
ず
、
大
井
川
の
減
水
問
題
も
解
決
し
て
い
ま
せ

ん
。
ま
た
、
名
古
屋
駅
周
辺
の
再
開
発
関
係
の
用
地
買
収
も
、
す

で
に
予
定
よ
り
１
年
進
行
が
遅
れ
て
い
ま
す
。

リ
ニ
ア
中
央
新
幹
線
事
業
は
、
安
倍
内
閣
に
よ
る
裏
技
的
な
３

兆
円
の
財
政
投
融
資
が
さ
れ
た
と
は
い
え
、
い
わ
ゆ
る
「
親
方
日

の
丸
」
の
公
共
事
業
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
根
本
に
お
い
て
は
、
Ｊ

Ｒ
東
海
と
い
う
一
私
企
業
の
事
業
に
過
ぎ
ま
せ
ん
か
ら
、
工
期
の

遅
れ
は
当
然
に
コ
ス
ト
の
上
昇
に
な
り
、
企
業
の
営
業
成
績
に
大

き
な
ダ
メ
ー
ジ
を
与
え
ま
す
。
こ
の
こ
と
が
、
私
企
業
で
あ
る
こ

と
を
売
り
物
に
し
て
、
都
合
よ
く
立
ち
回
っ
て
き
た
Ｊ
Ｒ
東
海
の

ア
キ
レ
ス
腱
な
の
で
す
。
こ
れ
か
ら
の
時
の
経
過
が
、
工
期
の
遅

れ
に
対
す
る
Ｊ
Ｒ
東
海
の
焦
り
を
加
速
度
的
に
大
き
く
し
て
い
く

こ
と
は
明
ら
か
で
す
。

私
た
ち
は
今
年
も
、

み
な
さ
ん
の
協
力
を

い
た
だ
き
つ
つ
、
私

た
ち
の
力
量
が
及
ぶ

範
囲
で
、
リ
ニ
ア
問

題
の
本
質
を
一
人
で

も
多
く
の
方
に
知
っ

て
い
た
だ
く
活
動
を
、

決
し
て
諦
め
る
こ
と

な
く
続
け
て
い
く
覚

悟
で
す
。

（
小
林
）
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マスコミのリニア・キャンペーンに抗して今年も〝ストップ・リニア！〟を訴え続けます

左奥の一角が由緒ある椿神社で、少しルー

トに掛かるため移動を余儀なくされている。

手前は立退き後のJR東海管理地。元住民

の皆さんはいずこへ？2019/1/8 撮影;島岡
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愛知県知事 大 村 秀 章 様

名古屋市長 河 村 たかし 様

【 要 望 書 】

リニア中央新幹線の大深度地下使用についての政策決定過程を明らかにすることを求めます。

2027年のリニア中央新幹線品川・名古屋間営業開始を目指し、建設工事が進められています。

JR東海のリニア建設計画は、2014年に国土交通省から建設工事（その1）が認可され、2017年に（その

2）が認可されました。その結果、リニア建設工事は大深度地下トンネル以外の工事が着々と進められ

てきました。最後に残された認可工事、首都圏・中京圏の大深度地下トンネル工事の認可申請を、JR

東海は本年3月国土交通省にしました。そして、国土交通省は僅か7ヶ月という短期日で、「大深度地

下の公共的使用に関する特別措置法」(以下、｢特措法｣という)の「第16条各号の要件を全て充足する

と判断される」として、10月17日に大深度地下使用を認可しました。

「特措法」の「第16条使用の認可の要件」とは、事業が「公益目的」に合致していること（3号要

件）、事業遂行の意思と能力があること（4号要件）、事業計画と基本方針との整合性（5号要件）、

設置される施設がその地上に通常の建築物が建築されても支障がない耐力を有すること（6号要件）、

事業区域内にあって移転を余儀なくされる物件の移転が困難ではないこと（7号要件）などですが、国

土交通省は、JR東海の申請書をそのまま鵜呑みにして認可してしまいました。名古屋市防災危機管理

局が心配しているリニア路線と交差する断層の存在についても、国土交通省は、JR東海から「事業区

域内に断層は達していないと判断した」という回答があったその日に、その回答の内容を検討するこ

ともなく認可したのです。

7月に名古屋で開催された「公聴会」で、多数の陳述者がリニア建設について問題を提起し、大深度

地下使用について反対の意見を述べました。残念ながら国土交通省の決定に、こうした意見陳述はど

こにも生かされていません。こうして、私たち、利用者、県民、土地所有者に情報が明らかにされず、

殆んど何も知らされないなかで大深度地下トンネルが掘られようとしています。

特に今回私たちが問題としたいのは、8月24日に開催された「中部圏大深度地下使用協議会」での、

愛知県と名古屋市の発言です。この協議会は、国土交通省が関係する地方自治体からの意見聴取のた

め、首都圏と中部圏とで開催されましたが、そこで積極的な賛成意見を述べたのは愛知県と名古屋市

だけです。とりわけ、愛知県は「早期実現」の一点張りであり、名古屋市も断層問題には全く触れず、

認可に同意と述べました。因みに、首都圏の会議では、東京都は発言せず、川崎市は市民への説明を

強く求めたのにも拘わらずです。

大深度地下使用の大規模使用例が殆んど無いなかで、どんな問題が生じ、どんな事態になるかも全

く分からない大問題にも関わらず、「中部圏大深度地下使用協議会」における国土交通省の意見聴取

に対して、県と市が何の疑義も問題も提起しないでリニア中央新幹線開業の早期実現を、県民・市民

の総意であるかのように発言したことは到底理解できません。

そこで、私たちは、リニア中央新幹線の大深度地下使用に関して愛知県と名古屋市に次のことを求

めます。

（１）大深度地下使用の県、市としての政策決定過程を明らかしてください。

（２）大深度地下使用について、何の問題も疑念もないのですか。見解を明らかにしてください。

（３）リニア建設計画について県民・市民との話し合いの場を設けてください。

2018年11月24日

「リニアを問う 愛知市民ネット」市民講座PART10 参加者一同



【報告-1】「リニア市民講座」PART10 上岡直見さん講演「リニア・破滅への超特急」
2018年11月24日労働会館(金山)における環境経済研究所代表・前交通権学会会長の講演より〔要旨抜粋〕

2019年1月12日発行第10号 ストップ！“ リニア ”（3）

動き出した〝悪〟夢の超特急 その問題点とは？
直近まで交通権学会会長を務めておられた上岡さん

は、2013年10月に公共事業改革市民会議がまとめた
「リニア新幹線へのQ＆A」資料によって、15項目にわ
たるリニアの問題点を指摘され、リニアについての基
本的な疑問点(既報；ここでは省略)を共有した上で、
交通権を人権と考える具体的な立証に移りました。
オリジナル資料として、名古屋市を中心とする中部

圏の人口分布、鉄道・バスの交通網、各種のトリップ
調査の現況図を示し、これらを基に、人口密度が低い
地域で交通網がいかに貧弱なまま放置されているか、
さらに障がい者や高齢者などの外出困難者の交通権が
保障されているとは全く言えないと力説されました。
特に、JR東海の駅の実情は、飯田線ではほぼすべてが、
中央線でも岐阜・長野県の駅はほとんどが無人駅か委
託駅になっており、これでは車椅子利用者が一人で鉄
道を利用することは不可能だと指摘しました。
こうした現状を踏まえて、交通政策としての急務は、

交通弱者が円滑に日常生活ができるための地域交通網
の整備であって、それなくしては交通弱者の人権＝交
通権が保障されることはない。この観点からすると、
リニア新幹線の交通政策としての優先度ははるかに低
いものになると論断されました。
① リニアの費用便益分析
上岡さんは、リニア新幹線を全国新幹線鉄道整備法

(全幹法)で建設することの不適合性を指摘しました。
全幹法は整備新幹線の建設システムを定めた法律で

あり、整備新幹線は本来沿線の開発を目的にしている
ので、都道府県の関与と役割を定めているが、リニア
中央新幹線計画には、最初から東京～名古屋～大阪の
直結の位置づけしかなく、JR東海には沿線をどうする
という考えがない。したがって、全幹法でリニア中央
新幹線を論じることは疑問であるという指摘でした。
よって、リニアが開通したときの年間便益をGDPで示
した国交省の分析でも、便益は東京圏、大阪圏、名古
屋圏に集中していて、沿線他県の便益は極小に過ぎな
い。また、費用便益分析については、リニアにお墨付
きを与えた国交省交政審中央新幹線小委員会で提示さ
れた数字があるが、そのモデルによる分析では、イン
プットする数字の入れ方で結果に10倍ぐらいの誤差が
発生するというのが専門家では常識になっていて、一
つの数字だけで納得することはできないという話でした。

② リニア建設の経済効果
講師は、リニア建設の原資は現東海道新幹線からの

収益なのだから、その収益をリニア建設に回さずに、
現新幹線の運賃を５０%値下げして乗客の手元に止め
たら、どんな社会的経済効果あるかを、計画通りリニ
ア建設をした場合との経済的効果の比較をしました。
その結果、リニア建設をした場合と新幹線値下げの場
合とで生み出されるGDPは、後者の方が大であると算
出されたというのです。その内容を見ると、前者の場
合のGDPのほとんどが製造業と土木建設業から産まれ
るのに対して、後者の場合は、特に沿線の商業が果た
す役割が大きくて、広く薄くGDPが産出され、社会的
なトータルでは、前者を上回る結果になったのです。
交通政策のあり方を、鉄道会社の視点だけではなく、

広く社会全体の問題として考える上で、極めて示唆に
富んだ報告でした。
③ 汚される愛知の大気
上岡さんは、名古屋での講演の資料として、JR東海

のリニア新幹線環境影響評価書から工事期間中の工事
車両の走行台数の分析をされ、工事期間中の総走行距
離は愛知県だけで約３億㎞、地球を約7,600回回る距離
となり、発生するNOｘは年間424ｔ、PMも年間13ｔに
昇るとされました。この大気汚染物質による県民への
具体的な健康被害の因果関係の立証は難しいかも知れ
ないが、併行する騒音被害を加えると、愛知県民の健
康に悪影響を与えることは間違いないとの評価でした。
④ リニアの採算性分析―JR東海は「第２の国鉄」へ
リニア新幹線の財務見通しについてJR東海自身が出

している経常利益予測でも、多大な工事費を使った東
京～名古屋間開通時点では、株主への配当可能ライン
すれすれになっています。もし今後、金利の上昇があ
れば、配当ができなくなります。
また、JR東海は、リニアがペイできる理由に、航空

機からの利用者の移動を挙げていますが、航空関係者
から予測が甘いとの指摘があります。交通機関の分担
率を推定する「ロジットモデル」を使って推計すると、
航空会社が格安運賃をもって競争してきた場合には、
リニアからの運賃収入は年間で、JR東海の見通しに比
べて、比較的運賃の多寡に拘らない業務目的利用者に
おいても数百億円、運賃に拘る観光などの非業務目的
利用者では１千億円近い減収になると指摘されました。
そして、安倍政権は、これを知ったうえでJR東海へ

３兆円、30年据置き、無担保、金利0.8%という破格の
条件での財政投融資をしたのであろうが、真に国民の
ためになる金の使い方をしていない現状からみると、
リニア新幹線事業が、最終的に17.8兆円の債務を国民
の税金で負担させた国鉄の二の舞いになる危険性が大
であると言わざるを得ないと看破されました。 (小林）
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【報告-2】リニア学習会「リニア中央新幹線の大深度地下トンネルの問題点」
2018年12月15日北区生涯学習センターにおけるストップ･リニア！訴訟弁護団樽井直樹弁護士の講演〔概要〕

Ⅰ．リニア中央新幹線大深度地下トンネルの問題点
① 愛知県におけるリニア中央新幹線の特徴
・全線が地下である(大部分が大深度地下法の適用対象)
・名古屋駅周辺では大規模な開削工事を行う
・地下水、地盤沈下などの被害発生のおそれ
・大量の残土の運搬、処分による生活環境への影響
・残土に含まれる物質(美濃帯由来や重金属等)が環境
に放出されることによる環境被害の危険性

② 土地の所有権の効力が及ぶ範囲(民法207条との違い)
・地下トンネルを建設するためには何らかの使用権限
を得る必要があるにも拘らず、2000年に「大深度地
下の公共的使用に関する特別措置法」(以下｢大深度地
下法｣という。)が制定され、土地所有者等による「通
常の利用が行われない地下空間であるという前提のも
と「公益性をもつ事業の円滑化」を建前として、事前
の補償を行わず(事後的に被害が発生した場合に補償)
また土地収用法に基づく煩雑な手続を経ることなく、
土地利用権を設定するという、事業者サイドに立った
土地収用法の特別法という性質を持っている。
③ 大深度地下法の問題点
・大深度地下とは、a.地下40ｍとb.支持地盤＋10ｍの
いずれか深い方以上の深さの地下であるが、aは明確
だが、bは必ずしも明らかではない。しかも 地下の地
質状態はボーリングをしなければ詳細は分からない。
・現状(丼戸その他の大深度地下の使用により影響を受
けるもの)の調査が十分になされているか。
・これらの調査が適正になされているか。
・ほんとうに土地所有者の権利を侵害しないのか。
損害が発生しないことを前提とした発想であり、地下
水への影響など、被害の発生をいつ認識できるか。
・事業区域に隣接する土地の権利者等に対する影響は
トンネルの真上だけの影響に留まらないのではないか。
・環境対策として、地下水、地下施設設置による地盤
変位、化学反応、掘削土の処理、その他の項目が上げ
られているにすぎない。
④ 大深度地下使用の具体的なケースとその問題点
2000年に大深度地下使用法が制定されて以降、国土
交通省が公表している適用事例は、神戸市大容量送水
管整備事業、東京外郭環状道路(東京外環道:関越道～
東名高速)、30年10月認可の中央新幹線(東京～名古
屋) 他2件の計5件にすぎない。

・東京外環道については、住民が、大深度地下使用認可
無効確認訴訟を提起している。平成30年5月、東京JCT
そばの野川の水面に気泡が発生していることが確認され、
低酸素濃度の気体であることが判明。「大深度地下だか
ら地上への影響はない」という保障はない。
・春目井市においては、
リニア建設予定地に亜
炭鉱跡地が含まれてお
り、現在でも陥没事故
が発生している。
ここに地下トンネルを
建設することで、地下
水が抜けて、陥没事故
が発生する可能性が高まることが懸念される。陥没事故
後工事と陥没との困果関係の認定が困難。さらに補償の
対象となるのかも不明。土地利用に制限が発生しないか、
事業地域以外の住民にも被害が発生する可能性があるの
ではないか、安全面での事前調査がどこまでできている
のか、そもそも、住民にリニアが地下を通るということ
が知られていない。等々 丁寧に解説されました。

Ⅱ．質疑応答（抜粋）
この後、参加者がリニア真上または沿線の皆さんで

あるだけに、真剣な質疑応答､意見交換がなされました。
土地の所有権は団地ではどうなるのか？名古屋駅に向

かって地盤は軟弱である。大丈夫か？国交省相手に工事
認可取消しを求めるとともに、JR東海に損害賠償を求
めることはできないか？電磁波の影響は？電磁波・低周
波過敏症の人への影響は？いい水が出るところに何でリ
ニアが通ることになったのか？大電力が必要なので地上
にも付随する変電施設とかも建設される。どうなるのか？
採算性は？世論はどうなのか？働きかけは？などなど。
ここでは ≪地下トンネルの影響はどこまで及ぶか？≫

について、2017年6月の地質学の専門家の講演から、通
説と言われている範囲を紹介します。(図は当日資料から）
図が不鮮明ですが、トンネルから仰角45度の範囲。

地表面では中心線から【土
被りの深さ+トンネルの半
径】の範囲ということにな
ります。例えば、土被り(地
表面からの深さ)50ｍの地
点では(50+6.8)ｍ＝56.8

ｍ(全幅で114ｍ)となります。ただし、実際には地質等
で一概には言えないため、諸説あるとのこと。また、土
被りが浅い名古屋駅直近は影響を受けやすいとも。(塚田)
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